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鳥取県農林水産部長通知 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32 年鳥取県規則第 22 号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県林業再生事業費補助金（以下「本補助

金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、高密度路網の整備と機械化の整備により、森林集約化の促進、素

材生産性の向上、素材生産コストの低減、労働環境の改善を促し、持続性のある産業

構造に改善することで本県における森林の適正管理と森林資源の有効利用及び林業

従事者の安定的な確保を図ることを目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的を達成するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「対象事

業」という。）について、次に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

（１）別表の第４欄に○印を付した対象事業については、同表の第２欄に掲げる者（以

下「間接補助事業者」という。）が行う対象事業（以下「間接補助事業」という。）

に係る補助対象経費（対象事業に要する同表の第３欄に掲げる経費という。以下同

じ）の額に同表の第５欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た額以

上の間接補助金を交付する市町村。ただし、年度内に事業完了するために事業着手

が必要な時期までに、市町村の予算措置を行うことができない場合は、同表の第２

欄に掲げる者。 

（２）前号に該当する対象事業以外の対象事業については、別表の第２欄に掲げる者 



２ 本補助金の額は、補助対象経費の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費

税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。

以下同じ。）を除く。）に補助率を乗じて得た額以下とする。 

３ 事業主体は、対象事業の実施にあたっては、鳥取県産業振興条例（平成 23 年鳥取県

条例第 68 号）の趣旨を踏まえ、県内業者（県内に本店、支店、営業所、事務所その

他の名称のいかんを問わず事業を行うために必要な施設を有して事業活動を行う者

をいう。）への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、知事が別に定める日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様

式第１号及び第２号によるものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、特

定収入割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人

及び同法第２条第７項に規定する人格のない社団等）若しくは地方公共団体であると

き、又は仕入控除税額が明らかでないときは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕

入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を

含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 

４ 別表の第１欄の国交付金事業を実施する、同表の第２欄に掲げる者のうち市町村以

外のすべての者は、交付申請に当たり、様式第３号による誓約書を添付しなければな

らない。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から 20 日（本補助金

が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和 30 年法律第 179 号。

以下「適正化法」という。）第２条第４項に規定する間接補助金等（以下「間接国費

補助金」という。）に該当する場合にあっては、交付申請を受けた日から起算して、

知事が、その財源に充当する国の交付金の交付を申請してから当該交付の決定を受け

るまでの日数に、原則として 20 日を加えた日数）が経過する日までの間に行うもの

とする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。 

３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかか

わらず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合に



おいては、仕入控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の

額（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該

仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

４ 知事は、やむを得ない事由により早期に交付決定をすることが困難な場合において、

交付目的を達成するため必要があると認めたときは、本補助金の交付見込額を様式第

５号により内示することができる。 

 

（間接交付の条件） 

第６条 本補助金の交付決定を受ける第３条第１項第１号の市町村（以下「補助事業者」

という。）は、間接交付に当たり、間接補助事業者に対し、次の表の左欄に掲げる規

則の規定（これらの規定中同表の中欄に掲げる字句を同表の右欄に掲げる字句にそれ

ぞれ読み替えたものとする。）に準じた内容及び次項の条件を付さなければならない。 

２ 別表の第１欄に定める森づくり作業道整備については、前項のほか、次の条件を付

さなければならない。 

（１）当該間接補助事業により開設した作業道について、事業終了後１年までの間に概

ね 1.0 ヘクタール（森林所有者が実施主体の場合は、0.1 ヘクタール以上。）の間

伐等施業及び間伐材等の搬出・利用を実施しないとき（天災等不可抗力によるもの

として農林水産部長が認めたときを除く。）は、当該作業道につき交付を受けた補

助金相当額を返還すること。 

 

（承認を要しない変更） 

第７条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、別表の第６欄に定めるもの以

外の変更とする。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

この場合において、同項中「財源に充当する国の交付金の交付を申請してから当該

交付の決定」とあるのは「変更等について農林水産大臣の承認を申請してから当該承

第 12 条（第４項

を除く。）、第

13 条から第 14

条、第 16 条第２

項後段、第 17

条、第 25 条及び

第 26 条 

 

補助事業者等 間接補助事業者 

交付決定 間接交付の決定 

補助事業等 間接補助事業 

知事 補助事業者 

様式第２号による 補助事業者が定める 

対象事業 間接補助事業 

様式第３号による 補助事業者が定める 

補助金等及び間接県費補

助金等 

間接補助金 



認」と読み替えるものとする。 

 

（指示等の報告） 

第８条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第 13 条又は第 16 条第２項後段

の規定に準じた内容の条件に基づき、間接補助事業者に対して指示をし、又は間接補

助事業者から報告を受けたときは、直ちにその旨を知事に報告しなければならない。 

 

（完了届及び検査） 

第９条 規則第 14 条の規定に基づき、別表の第７欄に〇印を付した補助事業を行う補助

事業者は、補助事業の完了した日（次項の規定による検査を段階的に行う必要がある

場合にあっては、当該検査に係る部分が完了した日）から 20 日以内に様式第６号によ

る届出書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、速やかに検査員に検査させるもの

とする。 

 

（実績報告の時期等） 

第 10 条 規則第 17 条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に

掲げる日までに行わなければならない。 

（１）規則第 17 条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止

若しくは廃止の日から 20 日を経過する日又は補助事業の完了予定日の属する年度

の翌年度の４月 20 日（本補助金が間接国費補助金に該当する場合にあっては、４

月５日）のいずれか早い日。 

（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属

する年度の翌年度の４月 20 日。 

２ 規則第 17 条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書

類は、それぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、実績報告に当たり、その時点で明らかにな

っている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕

入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の

額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

４ 本補助金の交付を受けようとする者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額

が確定した場合において、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告

控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第７号によ

り速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を県

に返還しなければならない。 



 

（間接補助金の支払） 

第 11 条 補助事業者は、間接補助事業に係る本補助金の支払を受けたときは、その支払

を受けた額に応じた額の間接補助金を、遅滞なく間接補助事業者に支払わなければな

らない。 

 

（交付決定の取消等） 

第 12 条 規則に規定するものの他、虚偽の報告や機械の又貸し、その他事業に関する不

正が認められた場合は、県は補助金の一部又は全部を返還させ、又は補助金の一部又

は全部を交付しないものとする。 

  

（財産の処分制限） 

第 13 条 規則第 25 条第２項のただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省

令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めがな

い財産については、農林水産部長が別に定める期間）とする。 

なお、森づくり作業道整備により開設された森林作業道においては、補助事業が完

了した年度の翌年度から５年間とし、別表の第１欄に定める県単事業で整備した中古

機械においては、補助事業が完了した年度の翌年度から３年間とする。 

２ 規則第 25 条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）補助事業により開設された林業専用道（規格相当）及び森林作業道 

（２）取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具 

（３）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして農林水産部

長が別に定めるもの 

 

（間接的な財産処分の承認等） 

第 14 条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第 25 条第２項の規定に準じた

内容の条件に基づき、財産の処分の承認をしようとするときは、あらかじめ農林水産

部長の承認を受けなければならない。 

２ 第５条第１項の規定は、前項の規定による農林水産部長の承認について準用する。 

ただし、別表の第１欄に定める国交付金事業に係るものは、同項中「財源に充当す

る国の交付金の交付を申請してから当該交付の決定」とあるのは「処分について農林

水産大臣の承認を申請してから当該承認」と読み替えるものとする。 

３ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第 25 条第２項ただし書きの期

間を定めるに当たっては、前条第１項に定める期間より短い期間を定めてはならな

い。 



４ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第 25 条第２項第４号の財産を

定めるにあたっては、前条第２項に掲げる財産を定めなければならない。ただし、当

該財産以外の財産を定めることを防げない。 

 

（提出書類の部数等） 

第 15 条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類は、正本１部とし、事業を

行う区域を所管する地方事務所（東部農林事務所八頭事務所、中部総合事務所、西部

総合事務所、西部総合事務所日野振興センターをいう。）の長（以下「地方事務所の

長」という。）に提出しなければならない。 

  なお、公益財団法人鳥取県造林公社においては、農林水産部森林・林業振興局長に

提出しなければならない。 

 

（雑則） 

第 16 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項

は、農林水産部長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 23 年４月１日から施行し、平成 23 年度事業から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24 年４月１日から施行し、平成 24 年度事業から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 25 年４月 12 日から施行し、平成 25 年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 26 年４月 11 日から施行し、平成 26 年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 27 年４月１日から施行し、平成 27 年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 29 年４月１日から施行し、平成 29 年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 30 年６月 29 日から施行し、平成 30 年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和元年５月８日から施行し、令和元年度事業から適用する。 

 

附 則 



 この要綱は、令和元年 10 月 15 日から施行し、令和元年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度事業から適用する。



別表（第3条、第7条、第11条関係）

2 4 5 6 7

市町村

（公財）鳥取県造林公社

選定経営体 ○

　

市町村

（公財）鳥取県造林公社

選定経営体 ○

（1）スイングヤーダ、ロングリー
チハーベスタ、ロングリーチグ
ラップル、タワーヤーダについて
は4/10以内

2　機種の新設又
は中止及び廃止

（2）次のアからウの要件を全て満
たす場合は1/2以内

（2）次のアからウの要件を全て満
たす場合は1/2以内

3　事業費から附
帯事務費への経
費の流用

ア　森林施業プランナー育成対策
事業実施要領（平成28年4月1日付
27林政経第301号林野庁長官通知）
による実践評価認定事業体である
こと。

イ　年間5千立方メートル以上の素
材生産実績があり、目標年度まで
に9千立法メートル以上の素材生産
量を達成できること。

ウ　目標年度までに一人1日当たり
8.6立方メートルの素材生産性を達
成できること。

林業機
械リー
ス支援

１　事業費 1/3以内。ただし、以下の（1）～
（3）の場合を除く。

1　補助金の30％
を超える減　高性能林業機械等（中古機械は

補助対象外）のリース導入（林業
成長産業化総合対策実施要綱（平
成30年3月30日付29林政政第892
号）別表1に掲げる事業を行う）に
要する経費とし、以下の算式で算
出した額のうち、いずれか低い額

完了届

低コスト
林業機械
整備・
リース等
支援

国交付
金事業

林業機
械整備
支援

１　事業費 1/3以内。ただし、以下の（1）～
（3）の場合を除く。

1　補助金の30％
を超える減　高性能林業機械等の整備（林業

成長産業化総合対策実施要綱（平
成30年3月30日付29林政政第892
号）別表1に掲げる事業を行う）に
要する経費（中古機械は補助対象
外。）ただし、1事業費は概ね500
万円以上とする。

（1）スイングヤーダ、ロングリー
チハーベスタ、ロングリーチグ
ラップル、タワーヤーダについて
は4/10以内

2　機種の新設又
は中止及び廃止

1 3

（間接）補助事業 事業実施主体 （間接）補助対象経費
間接交
付主体

補助率 重要な変更



市町村 1/2以内

森林組合

森林組合連合会

施業受託者

鳥取式作業道開設士

素材生産業者

森林所有者

1　補助金の30％
を超える減（1）鳥取県林業再生事業実施要領

第4の2の（1）のアに定める林業機
械の購入による整備に要する経費
及び当該林業機械の運送料 2　機種の新設又

は中止及び廃止鳥取式作業道開設士が所属
する団体

（2）3/10以内（上記機種及び小型
トラック以外のもの）
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は600万円とする。

（3）小型トラック（積載量2～
3t）については1/5以内
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は600万円とする。

イ　年間5千立方メートル以上の素
材生産実績があり、機械の導入の
翌年度から起算して5年目までに9
千立法メートル以上の素材生産量
を達成できること。

ウ　機械の導入の翌年度から起算
して5年目までに一人1日当たり8.6
立方メートルの素材生産性を達成
できること。

附帯事
務費

１　附帯事務費

　市町村が上記林業機械整備支援
の1の経費に係る事業の実施に関し
行う指導監督等に要する経費（た
だし、1の事業費の0.4％以内）

県単事
業

林業機
械整備
支援

１　事業費 （1）スイングヤーダ、ロングリー
チハーベスタ、ロングリーチグ
ラップル、タワーヤーダについて
は4/10以内
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は600万円とし、前年度に年間2
千立方メートル以上の素材生産実
績を有する者に限る。

ア　（リース物件価格）×（リー
ス期間／法定耐用年数）

ア　森林施業プランナー育成対策
事業実施要領（平成28年4月1日付
27林政経第301号林野庁長官通知）
による実践評価認定事業体である
こと。

イ　リース物件価格－残存価格



森林組合

森林組合連合会

施業受託者

鳥取式作業道開設士

素材生産業者

森林所有者

市町村 定額

（公財）鳥取県造林公社

選定経営体 ○

　2,000円/ｍを上限とする。

（3）補強

　県が示す事業費の範囲内

（4）橋梁・トンネル点検

　県が示す事業費の範囲内

（5）機能強化

　1/2以内

　イ　関連条件整備活動（アと一
体的に実施する対象森林の調査及
び森林所有者の同意取付け等）

（3）補強

（4）橋梁・トンネル点検

（5）機能強化

　ア　林業専用道（規格相当）の
作設

（2）森林作業道整備（関連条件整
備を含む） 3　林業専用道

（規格相当）整
備について、路
線の傾斜区分の
変更及び傾斜区
分毎の平均開設
単価の変更

イ　関連条件整備活動（アと一体
的に実施する対象森林の調査及び
森林所有者の同意取付け等）

（2）森林作業道整備

　ア　森林作業道の作設

1　補助金の1万
円を超える減　次の路網整備（生産基盤強化区

域において行われるもの）等に要
する経費

（1）林業専用道（規格相当）整備
（関連条件整備を含む）

　県が別に定める単価を上限とす
る。（注4）

2　路線の新設又
は中止及び廃止（1）林業専用道（規格相当）整備

異業種（建設業等）の林業
参入者

3/10以内
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は130万円とする。

林業路網
整備

国交付
金事業

基幹的
路網整
備

1　事業費

林業機
械リー
ス・レ
ンタル
支援

（2）鳥取県林業再生事業実施要領
第4の2の（2）のアに定める林業機
械のリース又はレンタルによる導
入・整備に要する経費及び当該林
業機械1往復分の回送料

（1）スイングヤーダ、ロングリー
チハーベスタ、ロングリーチグ
ラップル、タワーヤーダについて
は4/10以内
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は130万円とし、前年度に年間2
千立方メートル以上の素材生産実
績を有する者に限る。

鳥取式作業道開設士が所属
する団体

（2）3/10以内（上記機種及び小型
トラック以外のもの）
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は130万円とする。

（3）小型トラック（積載量2～
3t）については1/5以内
　ただし、1台当たりの補助金の上
限は130万円とする。



市町村 5/10

（公財）鳥取県造林公社

森林組合

森林所有者 ○

林業者等の組織する団体

施業受託者

鳥取式作業道開設士

注

2　事業主体について

（1）林業者等の組織する団体

　次に掲げる（ア）又は（イ）のいずれかに該当する団体とする。

（2）施業受託者

（3）異業種（建設業等）の林業参入者

（4）選定経営体

　県内に本社のある建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の許可を受けた建設業者をいう。）をはじめ、県内の事業者が新たに林業に参入
しようとするもの。

　「林業経営体の育成について」（平成30年2月6日付け29林政経第316号林野庁長官通知）及び「育成を図る林業経営体の選定について」（平成30年2月6日付
29林政経弟319号林野庁林政部経営課長通知）に沿って県が選定した林業経営体

（2）附帯事業

　作業道整備の円滑な実施を図る
ために必要となる調整活動並びに
実践的知識及び技術の習得等の実
施に要する経費

1　補助対象経費が、工事請負及び委託に係る経費の場合については、県内事業者が施工を行ったものに限る。ただし、止むを得ない事情で県内事業者への発
注が困難と県が認めた場合については、この限りでない。

（ア）林業を営む者、森林組合、森林組合連合会が主たる構成員又は出資者（原則として、事業実施地域において事業を行っている者又は居住する者に限
る。）となっており、かつ、これらの者がその事業活動を実質的に支配することができると認められる団体（中小企業等協同組合を含む。）とする。
　林業者等の組織する団体のうち法人格のない事業実施主体にあっては、特定の構成員の加入脱退と関係なく、一体として経済活動の単位になっている団体に
限るものとする。

（イ）林業者等の組織する団体は、事業実施地域の林業経営の構造対策及び地域林業の振興ための事業を実施する上で適切な団体又は法人であり、かつ、当該
事業実施地域の森林所有者等との協調関係が築かれているものとする。

　施業受託者5戸以上の森林所有者と長期の施業委託契約を締結し、森林経営計画を樹立しており、かつ、当該委託契約及び森林経営計画を公表している者。
（既に樹立した森林施業計画を含む。）

1　補助金の30％
を超える減

○（造
林公社
のみ）

（1）事業費

　森林作業道の開設に要する経費
（鳥取県森林作業道実施基準（平
成24年12月3日付第201200123865号
鳥取県農林水産部長通知。以下
「実施基準」という。）に基づき
設計された額。ただし、事業主体
が請負に付して事業を実施する場
合は、実施基準に基づき積算した
額と実行経費のいずれか低い
額。）

8/10（保安林内間伐を実施するた
めの作業道の開設）

5/10（附帯事業及び上記以外のも
の）

県単事
業

森づく
り作業
道整備

1　事業費



3　低コスト林業機械整備・リース等支援

（1）国交付金事業を優先するものとし、県単事業は、国交付金事業又は他の国庫補助事業等の対象にならない機種及び事業実施主体を対象とする。

（2）既に国交付金事業によりリース支援を受けている林業機械については、県単事業リース・レンタル支援の補助対象外とする。

4　基幹的路網整備

5　森づくり作業道整備

（1）附帯事業は、申請事業費合計の1割以内とする。

（2）事業の採択要件は、次表のとおりとする。

森林施業要件

　事業完了年度から、その翌年度末までに下記の施業を実施するとともに、間伐材等の搬出・利用（材積の規模は問わない。）を実施
すること。

　利用区域内において、1ヘクタール以上の間伐等（保安林内間伐のための作業道については、利用区域内の保安林内において0.5ヘク
タール以上の間伐）の施業。ただし、森林所有者が実施主体の場合は、利用区域内において0.1ヘクタール以上の間伐等（保安林内間
伐のための作業道については、利用区域内の保安林内において0.1ヘクタール以上の間伐）の施業とする。

（3）国庫補助事業を優先するものとし、県単事業は、国庫補助事業の対象のならない路線及び事業実施主体を対象とするものとする。

25度以上 Ｃ 県平均27,000円/ｍ以内で路線毎に設定
路線の開設単価が（1）を超える場合、7,000円/ｍを上限とし
て上乗せ

（２）県は、事業実施主体に対して路線毎の定額単価を通知し、事業実施主体は当該定額単価を上限として交付申請（変更する場合を含む。）を行うものとす
る。

利用区域森林面積 　概ね1ヘクタール以上

県費（2）

15度未満 Ａ

（1）＋（2）以内
ただし、50,000円/ｍを上
限とする。

県平均23,000円/ｍ以内で路線毎に設定 ―

15度以上25度
未満

Ｂ 県平均25,000円/ｍ以内で路線毎に設定
路線の開設単価が（1）を超える場合、3,000円/ｍを上限とし
て上乗せ

（3）ロングリーチハーベスタ、ロングリーチグラップル、フェラバンチャ、グラップルソー、グラップル、ハーベスタ、プロセッサ、フォワーダ、スイング
ヤーダ、タワーヤーダ、自走式搬器の県単事業における機械整備支援及び機械リース・レンタル支援の場合は、事業実施年度の素材生産（取扱）目標が、前年
度実績量の10％以上の増となること。なお、事業実施年度までに著しく素材生産量を増加した結果、この目標値が10％に満たない場合においては、事業実施年
度の前年度から起算した過去3年間程度の平均増加量が10％以上であること。

（4）林業機械整備支援によって導入した林業機械については、当該機械の見やすい位置に導入事業年度及び導入事業名、事業者名を表示すること。

（1）補助金の算定に用いる定額の単価は、下表に従って県が路線毎に予算の範囲内で定める。なお、平均横断地山傾斜に応じた路線区分及び定額単価は、林
業専用道（規格相当）設計・技術検討会との協議に基づくものとし、事業実施主体は協議に必要な書類を別に定めるとおりに提出するものとする。

平均横断
地山傾斜

路線
区分

定額単価
国費（1）



様式第１号（第４条、第１０条関係）

１　事業の目的

２　事業計画（報告）

（１）低コスト林業機械整備・リース等支援

数量

（台数、
期間）

附帯事務費

（２）林業路網整備

林業専用道作
設
林業専用道関
連条件活動

林業専用道補
強
森林作業道作
設
森林作業道補
強
森林作業道関
連条件活動
トンネル・橋梁
点検

附帯事務費

普通林

保安林

鳥取式作業道

鳥取式作業道
・保安林

附帯事業

（注）   １　平均横断地山傾斜区分は、開設箇所の平均横断地山傾斜毎に、Ａ区分（15度未満）、Ｂ区分（15度以上25度未満）、Ｃ区分（25度以上）のいずれか該当する区分を記載する。

　　　　 ２　林業専用道作設及び林業専用道関連条件活動については、開設箇所の平均横断地山傾斜区分毎に小計を記載する。

　　年度鳥取県林業再生事業計画（報告）書

事業区分 事業種目
実施

市町村
事業主

体

事業内容
事業費
（円）

a+b+c+d

補助金
算定基
準額
（円）

事業費内訳(円)

備考機械名
称

メーカー、諸
元、仕様等

国費
a

県費
b

市町村費
c

その他
d

国交付金
事業

林業機械
整備支援

計

林業機械
リース支援

計

国交付金事業計

県単事業

林業機械
整備支援

計

林業機械
リース支援

計

単県事業計

合計

事業区分 事業種目
実施
位置

事業主
体

事業内容

路線名 区分 幅員

平均横
断地山
傾斜区

分

開設単価
（円／ｍ）

事業費
（円）

a+b+c+d

補助金算
定基準額

(円)

事業費内訳(円)

備考
数量

国費
a

県費
b

市町村費
c

その他
d

国交付金
事業

基幹的
路網整備

小計

合計

小計

計

県単事業

森づくり作
業道整備

計



３　事業完了予定年月日（事業完了年月日）

　　　　　　　年　　月　　日

４　他の補助金の活用の有無　（　有　・　無　）　（注）「有」、「無」のいずれかに○をし、有りの場合は下表に記載すること。

　

　　その事業内容

　　当該補助金に係る問い合わせ先

　　補助金を所管している部署名・団体名

　　同上連絡先

５　消費税の取扱い（　一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　）

＊「一般課税事業者」「簡易課税事業者」「免税事業者」のいずれかに○をすること。

活用する補助金名



様式第２号（第４条、第１０条関係）

１　収入 （単位：円）

予算区分 決算額 予算額 差引増減額 備考
国補助金
県補助金
市町村費
その他

計
県補助金
市町村費
その他

計
国補助金
県補助金
市町村費
その他

計
県補助金
市町村費
その他

計
国補助金
県補助金
市町村費
その他

計

（注）１　行及び予算区分は適宜追加すること。

　　　２　繰越事業の場合は、上段：全体額、中段：年度内額、下段：繰越額を記載すること。

２　支出 （単位：円）

予算区分 決算額 予算額 差引増減額 備考

計

計

計

計

計
（注）１　行及び予算区分は適宜追加すること。
　　　２　繰越事業の場合は、上段：全体額、中段：年度内額、下段：繰越額を記載すること。

合計

　　　　年度鳥取県林業再生事業収支予算（決算）書

合計

事業区分

低コスト林業機械
整備・リース等
支援

国交付金事業

県単事業

林業路網整備

国交付金事業

県単事業

事業区分

低コスト林業機械
整備・リース等
支援

国交付金事業

県単事業

林業路網整備

国交付金事業

県単事業



様式第３号（第４条関係）

住所

氏名又は名称及び代表者名　　

様

　○○○○（補助事業者又は間接補助事業者）は、補助金交付に付された
条件を遵守し、森林関係法令の違反等不適切な行為を行わない旨を誓約い
たします。

誓約書

年　月　日



様式第４号（第５条関係）

　年度鳥取県林業再生事業費補助金交付決定通知書

（担当・連絡先）

１ 対象事業

２ 交付決定額等

３ 経費の配分

４ 補助金の額の確定

５ 補助規程の遵守

番　　　　　号

年　　月　　日

様

職氏名　　　　　　　　　　　　印

　本補助金の補助事業は「鳥取県林業再生事業」とし、その内容は、○○○○（別表第１
欄の内、実施するメニューを転記。（例：低コスト林業機械整備・リース等支援国交付金
事業林業機械整備支援）。複数ある場合は、該当メニューを列記）とする。

　　　年　月　日付　第　　号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県
林業再生事業費補助金（以下「本補助金」）という。）については、鳥取県補助金等交付規
則（昭和32年鳥取県規則第22号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下
記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県林業再生事業費補助金
交付要綱（平成22年４月13日付第200900218974号鳥取県農林水産部長通知。以下「要綱」
という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して算定した額と、前期２の
（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により
行う。

　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対する交付決定額は、○○○
○とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合おいては別に通知するところによ
る。

　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わ
なければならない。
　なお、国交付金事業にあっては、規則及び要綱のほか「補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律」（昭和30年法律第179号）、「補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律施行令」（昭和30年政令第255号）、「農林畜水産業関係補助金等交付規則」
（昭和31年農林省令第18号）、「林業成長産業化総合対策実施要綱」（平成30年３月30日
付29林政政第892号農林水産事務次官依命通知）、「林業成長産業化総合対策補助金等交
付要綱」（平成30年３月30日付29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）、「林業・
木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領」（平成30年３月30日付29林政経第349号林
野庁長官通知）の規定に従わなければならない。

　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容
が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。

（１）算定基準額　　　金　　　　　　　　　　　円

（２）交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　円



様式第５号（第５条関係）

　年度鳥取県林業再生事業費補助金の交付内示について（通知）

番　　　　　号

年　　月　　日

様

職氏名　　　　　　　　　　　　印

　　　年　月　日付　第　　号で申請のあった鳥取県林業再生事業費補助金については、
下記のとおり交付される見込みですので、事業の遂行に支障のないようにしてください。
　なお、この補助金の交付見込額は、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22
号）第６条の規定に基づく交付決定において変更されることがあるとともに、交付されな
いことがあります。

記

事業区分 事業種目 事業内容 事業費 補助金 備考

（単位：円）



様式第６号（第９条関係）

申請者

年　　月　　日

職氏名　　　　　　様

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　

（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

　年度（補助事業等の名称）完了届

　　　年　月　日付　第　　号による交付決定に係る事業が完了したので、鳥取県林業
再生事業費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

備 考
（段階的に検査を行う場合にあっては、当該検査に係る完了部分を
記載すること。）

補 助 金 等 の 名 称

完 了 年 月 日



様式第７号（第10条関係）

１ 　補助金の確定額 金 円

（　　　年　　月　　日付第　　　号による通知額）

２ 　上記に係る補助対象経費の額 金 円

３ 金 円

４ 金 円

５ 　補助金返還相当額（４－３）×（１÷２） 金 円

（注）内訳資料は、その他参考となる資料を添付すること。

記

　年度鳥取県林業再生事業費補助金仕入控除税額報告書

番　　　　　号

年　　月　　日

職氏名　　　　　　様

所在地

　実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告
控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

　消費税及び地方消費税額の申告により確定した仕
入控除税額

氏名　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　月　日付　第　　号により交付決定のあった　　　年度鳥取県林業再生事業
費補助金について、仕入控除税額が確定したので、鳥取県林業再生事業費補助金交付要
綱（平成22年４月13日付第200900218974号鳥取県農林水産部長通知。）第10条第４項の
規定に基づき、下記のとおり報告します。


